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新たな知と価値を創造・ 
発信する高等教育に向けて

第2部／
文教・科学技術施策の動向と展開



総　論

グローバル化や少子高齢化など社会の急激な変化に直面する中，我が国では，閉塞感を打破し持続
可能で活力ある社会を目指した社会構造の変革を成し遂げなければなりません。そのためには，大学
及び大学関係者は，我が国及び国民が直面する課題にしっかり応えていく重大な責務を有していると
の認識の下に，国民や社会からの期待に応える大学改革を主体的に実行することが求められています。

文部科学省では，平成24年 6 月に「大学改革実行プラン～社会の変革のエンジンとなる大学づく
り～」を，25年11月に「国立大学改革プラン」を公表し，今や待ったなしの状況にある大学改革を
確実に実行段階へと移し，その成果として，社会を変革するエンジンとしての大学の役割が国民に実
感できることを目指して取り組んでいます。今後は，世界トップレベルの大学力の実現を目指し，政
府の教育再生実行会議や産業競争力会議でのグローバル人材育成，学び直しなどの議論も踏まえ，大
学の質・量両面の充実・強化につながる大学改革を推進していきます。

また，このほかにも，医療人や法曹などの専門人材の養成や，地域医療の中核としての大学病院の
機能強化，高等専門学校や専門学校の充実など，高等教育の多様な発展のための様々な取組を推進し
ていきます。

一方，我が国の様々な社会的課題に対応するための取組も進めています。現下の厳しい経済情勢を
踏まえ，意欲と能力のある学生が経済的理由によって学業を断念することがないよう，各大学が行う
授業料減免措置を支援したり，奨学金事業を一層拡充したりしています。奨学金事業については，卒
業後に一定の収入を得るまでの間，返還期限を猶予する制度を導入するなど，適確な運用を図ってい
ます。

さらに，学生の就職活動への支援やキャリア教育の充実に向けた支援も行っております。学生の就
職活動への支援に関しては，経済団体に対し，採用選考活動の開始時期を卒業・終了年度の 8 月に見
直すよう要請するなど，関係府省と連携しつつ大学等卒業予定者の支援に取り組んでいきます。キャ
リア教育の充実に向けた支援に関しては，大学等における就職支援体制の強化や，教育課程の内外を
通じて学生の社会的・職業的自立を支援する取組などを総合的に支援することとしています。

	 第 1 節	 高等教育施策の動向

1 大学改革の進展
（1）大学教育の質・量両面の充実に向けて

グローバル化や少子高齢化が著しく進展し，将来の予測が困難になっている現代において，高等教
育機関，とりわけ大学には，世界を舞台に活躍するグローバル人材，新たな価値を創出するイノベー
ション人材等，幅広い教養や高い専門性を備えるとともに，社会の変化に対応するための基礎的な力
を有し，将来に活路を見いだす原動力となる人材の育成が求められています。また，大学は，地域の
産業活性化や様々な研究を通じた諸問題の解決などの役割も担っており，新たな知と価値を創造・発
信し，能動的に社会をリードしていくことに大きな期待が寄せられています。

我が国の大学・短期大学（以下，「短大」という）への戦後の進学率は，昭和50年代から平成 2 年
頃までほぼ横ばいだった期間を経て上昇し，平成25年度には大学・短大合わせて55.1％，高等専門
学校，専門学校を含めれば77.9％となっていますが，所得や地域によって大学進学率になお差がある
などの課題もあります。また，我が国の大学進学者の多くを占める18歳人口は，平成 4 年度の205万
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人をピークに減少し，20年度頃に一旦減少傾向が止まりましたが，33年度頃から再び減少すること
が予想されています（図表 2-5-1）（図表 2-5-2）（図表 2-5-3）。

一方，成熟社会においては，知識基盤社会の進展や産業・就業構造の変化により，高度な知識や技
能を有する高等教育修了者の需要がこれまで以上に増加することが予想されます。実際，多くの経済
協力開発機構（OECD）加盟国では大学レベルの高等教育への進学率が上昇傾向にあります（図表
2-5-4）。

このような状況を踏まえ，学ぶ意欲と能力を持つ全ての若者に高等教育の機会を開くとともに，社
会人の学び直しなど生涯学習の場としての機能の充実や，留学生の受入れの推進，大学院教育の充実
なども含め，より多様で質の高い大学教育の機会の充実に努めていくことが重要です。

また，大学教育の質については，社会で求められる人材が高度化・多様化する中，教養・知識等に
加え，課題発見・探求のための批判的思考力や判断力，チームワークやリーダーシップを発揮して社
会的責任を担いうる倫理的・社会的能力などを育成するため，学生の主体的な学びを重視した大学教
育への転換などを図るとともに，大学の設置認可，設置後の認証評価など大学の質保証の仕組みの更
なる充実に取り組んでいくことなどが求められています。

知識基盤社会が一層進展するこれからの時代において，「大学力は国力そのもの」であり，社会の
期待に応える大学改革を推進するとともに，改革に積極的に取り組む大学を強力に支援することに
よって，質・量両面での大学教育の充実を図っていく必要があります。

	図表 2-5-1 	 18歳人口と高等教育機関への進学率等の推移
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大学入学者数（万人）

18歳人口（万人）
進学率1（大学＋短大＋高専＋専門学校）

収容力（大学＋短大）

現役志願率（大学＋短大）

進学率2（大学＋短大）

18歳人口は，平成21から32年頃までほぼ横ばいで推移するが，33年頃から再び減少することが予測されている。

大学： 49.9%
短大： 5.3%
高専4年次： 0.9%
専門学校： 21.9%

大学： 54.9%
短大： 5.5%

大学： 49.9%
短大： 5.3%

（％）

●18歳人口 ＝　3年前の中学校卒業者数＋中等教育学校前期課程修了者数

●進学率1 ＝　
当該年度の大学・短大・専門学校の入学者，
高専4年次在学者数

18歳人口

●進学率2 ＝　当該年度の大学・短大の入学者数
18歳人口

○高校等卒業者数 ＝　高等学校卒業者数＋中等教育学校後期課程修了者数

○現役志願率 ＝
当該年度の高校等卒業者数のうち
大学・短大へ願書を提出した者の数

当該年度の高校等卒業者数

○収容力 ＝ 当該年度の大学・短大入学者数
当該年度の大学・短大志願者数

（出典）文部科学省「学校基本調査」，平成38年から43年度については国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口
（出生中位・死亡中位）」を基に作成
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	図表 2-5-2 	 高校卒業後の進路（両親年収別）
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調査時点：2005年11月（両親年収調べ），2006年3月（進路調べ）
調査対象：高校3年生とその親（または保護者）
標 本 数：高校生4,000人，保護者4,000人

（出典）東京大学大学院教育学研究科大学経営・政策研究センター　「高校生の進路追跡調査 第1次報告書」（2007年9月）

○両親の年収と高校卒業後の進路には相関関係が見られ，両親の年収が高いほど4年制大学への進学率が高くなる傾向がある。
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	図表 2-5-3 	 都道府県別高校新卒者の進学率（専門学校含む）

（計算式） 直ちに大学，短大，専門学校に進学した者
高等学校卒業者＋中等教育学校後期課程修了者
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※4年制大学，短期大学，専門学校それぞれに進学した者の割合は小数点以下を切上げた値を示しているため，それぞれの合計とグラフ
　上部に記載している都道府県別割合（太字）は一致しない。

（出典）文部科学省「学校基本調査（平成25年度版）」

○平成25年度の都道府県別高校新卒者の4年制大学，短期大学，専門学校への進学率は，京都（79%），東京
　（78%）で高く，青森（56%），宮崎（58%）で低い。京都と青森では23％の差。

北
海
道

青
森
岩
手
宮
城
秋
田
山
形
福
島
茨
城
栃
木
群
馬
埼
玉
千
葉
東
京
神
奈
川

新
潟
富
山
石
川
福
井
山
梨
長
野
岐
阜
静
岡
愛
知
三
重
滋
賀
京
都
大
阪
兵
庫
奈
良
和
歌
山

鳥
取
島
根
岡
山
広
島
山
口
徳
島
香
川
愛
媛
高
知
福
岡
佐
賀
長
崎
熊
本
大
分
宮
崎
鹿
児
島

沖
縄

34 34 34

44

36 38 37

46 47 46
51 49

62
56

40
44
47 44

51

38

47 48
53

45
49

59

51
54
51

41

33
37

45

55

35

45 42 45

37

45

35 36 38 35 34
29
34

5 6 6

4

7
6 6

3
5 6

5
4

3

5

5

8
7
8

6

10

8 5

5

6

7

6

7
5
6

6

9

9

6

5

5

5
6
6

6

6

6 5 4 8
6

8
4

23
15
21

18

18 19 20

18
18 20

18
18

13
16

28
18 15 15

17

23
14 17

13

15

16

14

15
14
14

18

18

23 17

14

18

17 18
18

22

16

18 18 19
21

17 21
26

56

79

23％の差

	 第2部	 文教・科学技術施策の動向と展開

218　文部科学白書2013



	図表 2-5-4 	 大学進学率の国際比較
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我が国の大学進学率は上昇してきたが，OECD平均と比べて高いとは言えない。
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（出典）OECD「Education at a Glance 2013」
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（注）アメリカのみ，2年制の機関が含まれた値
このデータには定義上，留学生の入学者が含まれている。

（2）平成25年度の大学改革の動向
前述のような社会からの期待に応える大学づくりを更に推進するため，平成24年 6 月に取りまと

め及び公表を行った「大学改革実行プラン」では，平成25年から26年までの 2 年間を「改革集中実
行期」と位置付け，改革実行のための制度・仕組みの整備，支援措置を実施することとしています。
同プランを踏まえ，主体的な学修ができる環境整備及び学生の学修時間の確保（欧米並みの水準），
海外留学の促進，世界で戦える「リサーチ・ユニバーシティ」の倍増，大学の地域貢献機能の一層の
強化等に取り組んでいきます。

加えて，平成25年度には，政府の「教育再生実行会議」や「産業競争力会議」等において，大学
改革について様々な議論がなされました。

教育再生実行会議においては，平成25年 4 月から大学教育・グローバル人材の育成を中心に議論
が行われ，同年 5 月28日に「これからの大学教育等の在り方について（第三次提言）」が取りまとめ
られました（参照：第 1 部特集 2 第 1 節3（4））。また，その後，高大接続・大学入学者選抜に関す
る議論が行われ，同年10月31日に「高等学校教育と大学教育との接続・大学入学者選抜の在り方に
ついて（第四次提言）」が取りまとめられました（参照：第 1 部特集 2 第 1 節3（5））。

産業競争力会議においては，大学改革，特に国立大学改革と大学のグローバル化について議論がな
され，同年 6 月14日に「日本再興戦略-JAPAN is BACK-」として閣議決定されました（参照：
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/saikou_jpn.pdf）。「日本再興戦略」において
は，人材こそが我が国の最大の資源であるという認識に立ち，国立大学改革やグローバル化等に対応
する人材力の強化といった施策に加え，理工系人材の育成や社会人の学び直し支援，スーパーグロー
バル大学の創設等の施策が盛り込まれています。

一方，第 7 期中央教育審議会大学分科会においても，第 6 期から継続して設置されている部会等に
加え，新たに，大学のガバナンスの在り方について審議する「組織運営部会」，大学のグローバル化
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の推進や留学生の双方向交流の促進等について審議する「大学のグローバル化に関するワーキング・
グループ」を設置し，教育再生実行会議や産業競争力会議における議論の内容等も踏まえつつ集中的
な審議を行うとともに，大学の質保証の充実（参照：第 2 部第 5 章第 2 節3）や大学院教育の在り
方（参照：第 2 部第 5 章第 2 節1），法科大学院教育の改善（参照：第 2 部第 5 章第 4 節2）など，
大学教育の更なる充実・発展に向けた審議を行っています。また，平成24年 8 月に，大学入学者選
抜をはじめとする高等学校教育と大学教育の円滑な接続と連携強化のための方策について調査審議す
るため，総会の下に新たに「高大接続特別部会」を設置し，教育再生実行会議の提言等を踏まえつ
つ，審議を進めています（参照：第 1 部特集 2 第 2 節5）。

現在，上述の教育再生実行会議や産業競争力会議，中央教育審議会における議論等を踏まえつつ大
学改革に取り組んでいるところであり，今後，世界トップレベルの大学力の実現を目指して，大学改
革を更に推進していきます。
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	 第 2 節	 高等教育の更なる発展に向けて

第2期教育振興基本計画における関連成果指標
成果目標2（課題探求能力の修得）
【成果指標】
○各大学における学修時間の把握状況の改善，十分な質を伴った学修時間の実質的な増加・確

保（欧米並みの水準）
○学修支援環境の改善
○全学的な教学システムの整備状況の向上（教育課程の体系化，組織的な教育の実施，授業計

画の充実など）
○学生，卒業者，企業・NPO等の，教育への評価の改善
○社会人入学者の倍増
成果目標5（社会全体の変化や新たな価値を主導・創造する人材等の養成）
【成果指標】
○社会を牽

けん

引するリーダーを養成するための専門分野を超えた教育プログラム実施数の増加

計画策定後の主な取組と課題（ポイント）
○学部段階において学生の学修時間や学修行動の把握を実施している大学

H23：269大学（36.5％）
（文部科学省「大学における教育内容等の改革状況等について」（平成25年11月））

○学生による大学教育への評価状況を把握するため，各大学において，以下のような取組を実施
・学生の学修成果の把握の一環として，学部段階において学生の学修経験などを問うアン

ケート調査（学修行動調査等）を実施
H23：81大学（11.0％）
・学部段階において，学生による授業評価を実施
H23：708大学（96.1％），

（文部科学省「大学における教育内容等の改革状況等について」（平成25年11月））
○今後も，質の高い大学教育の実現のため，学修支援環境の整備，教員の教育力の向上，学生

の主体的な学びを促すアクティブ・ラーニング等の導入・拡大等を推進
○学修支援環境の改善

第 2 部第 5 章第 5 節1（5）大学院学生の経済的支援の拡充参照。
○社会を牽

けん

引するリーダーを養成するための専門分野を超えた教育プログラム実施数の増加
「博士課程教育リーディングプログラム」採択プログラム数
H23：20プログラム → H24：44プログラム → H25：62プログラム

1 学生の主体的な学びの確立に向けた大学教育の質的転換
（1）学士課程教育・短期大学士課程教育

学士課程教育については，これまでの中央教育審議会の答申を受けた様々な制度改正等により，改
革の取組が着実に進んできています。例えば，平成19年の「大学設置基準」等の改正を受け，ほぼ
全ての大学が授業計画（シラバス）の作成や，教育内容等の改善を図るための組織的な研修等（ファ
カルティ・ディベロップメント）を実施しています。また，20年12月の中央教育審議会答申「学士
課程教育の構築に向けて」で提唱された「学位授与の方針」，「教育課程編成・実施の方針」，「入学者
受入れの方針」の策定も，確実に進んできています。

今後は，グローバル化の進展等の社会の急激な変化に対応するため，平成24年 8 月の中央教育審
議会答申を踏まえ，質を伴った学生の学修時間の増加・確保のため，各大学等において，教育課程の
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体系化，組織的な教育の実施，学生の主体的な学びを促すアクティブ・ラーニング等の導入・拡大，
学修支援環境の整備等の方策が実施されることが求められます。

一方，昭和25年の制度創設以来，特に女性への高等教育の普及や実践的職業教育の場として，大
きな役割を果たしている短期大学士課程についても，学士課程教育同様，教育改革の取組は着実に進
展してきています。

短期大学は，これまで比較的短期間の教育で社会へ人材を送り出す身近な高等教育機関として，高
等教育の機会均等を確保する役割や，幼稚園教諭や保育士，栄養士など社会を支える職業人材の育
成，地域の発展にも大きな役割を果たしてきました。また，短期大学卒業後には 4 年制大学への編入
学などにより学び続ける道も開かれています。

こうした様々な役割を果たしている短期大学の今後の機能の在り方や教育の在り方については，平
成24年 8 月の中央教育審議会答申「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて」を受け，
中央教育審議会大学分科会大学教育部会の下に新たに「短期大学ワーキンググループ」を開催し，平
成25年12月より議論を進めています。

また，平成20年12月の中央教育審議会答申「学士課程教育の構築に向けて」を受け，文部科学省
では，学士課程教育等の改革を支援する取組を行っています。この答申で指摘されている事項の一つ
として，大学間連携の必要性が挙げられますが，「第 2 期教育振興基本計画」（「第 2 期計画」）におい
ても，各大学が国公私立の設置形態を超え，地域の中で大学間が相互に連携し，共同の教育・質保証
システムの構築を行う優れた取組を重点的に支援することにより，各大学の強みを生かした機能別分
化を推進するとともに，様々な社会の要請に応える人材の育成を図るという記載があります。

大学間連携を推進するため，平成25年度においては，主に次のような取組を行っています。
（ア）大学間連携共同教育推進事業

国公私立の設置形態を超え，地域や分野に応じて大学間が相互に連携し，社会の要請に応える共同
の教育・質保証システムの構築を行う取組の中から，優れた取組を選定し，重点的な財政支援を行う
ことにより，教育の質の保証と向上，強みを生かした機能別分化を推進することを目的とした事業。
平成24年度に49件の取組を選定。

（イ）教育関係共同利用拠点の認定
各大学が有する教育関連施設等の共同利用を促進し，大学の人的・物的資源の有効活用を推進する

ため，大学の教職員の組織的な研修等の実施機関，留学生支援施設等の教育関連施設等を教育関係共
同利用拠点として文部科学大臣が認定する制度。平成25年度は，9 件の拠点を新たに認定（平成25
年度までの合計：40拠点）。

（2）大学院教育の抜本的強化
文部科学省では，「グローバル化社会の大学院教育」（平成23年 1 月31日中央教育審議会答申）を

踏まえ「第 2 次大学院教育振興施策要綱」（平成23年 8 月 5 日文部科学大臣決定）を策定し，大学院
教育の質の保証・向上のための施策を実施することとしています。これに基づき，俯

ふ

瞰
かん

力と独創力を
備え，広く産学官にわたりグローバルに活躍するリーダーを養成するため，国内外の第一級の教員・
学生を結集し，産・学・官の参画を得つつ，専門分野の枠を超えて博士課程前期・後期一貫した学位
プログラムを構築・展開する「リーディング大学院」の形成を支援する「博士課程教育リーディング
プログラム」を平成23年度より開始し，25年度までに62件を採択しました。あわせて，体系的な博
士課程教育を構築するため，博士課程の前期の課程の修了要件として新たに「博士論文研究基礎力審
査」を導入する「大学院設置基準」等の改正を24年 3 月に行いました。

また，卓越した教育研究拠点を有する大学院に対し，博士課程学生が学修研究に専念するために必
要な経費を支援し，優秀な学生を引き付け，世界で活躍できる研究者を輩出する環境づくりを推進す
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る「卓越した大学院拠点形成支援補助金」を平成24年度より開始し，25年度も引き続き支援してい
ます。

平成25年 6 月14日閣議決定の「第 2 期計画」においても，基本施策として「大学院の機能強化等
による卓越した教育研究拠点の形成，大学等の研究力強化の促進」を盛り込んでおり，これらを踏ま
え大学院教育の充実に向けた施策を推進しています。

2 大学入学者選抜の改善
（1）各大学の入学者選抜

これまで各大学では，入学者受入れ方針（アドミッション・ポリシー）に基づき，大学教育を受け
るにふさわしい能力・適性等を多面的に評価するため，面接・小論文などの活用による評価尺度の多
元化や，アドミッション・オフィス（AO）入試や推薦入試の導入・拡大といった入試方法の多様化
を進めてきました。一方で，一部の大学においてAO入試や推薦入試が，外形的・客観的基準に乏し
い「学力不問」の入試方法になっているのではないかとの懸念があることから，どのような入試方法
でも学力検査や調査書の利用など学力把握措置を講ずることとし，その際には，大学自らが作成した
試験だけではなく，TOEFL等の資格・検定試験等を積極的に活用するなど，入試方法の改善を促し
ています（毎年通知を発出（平成26年度は 5 月28日に発出））。

（2）大学入試センター試験
大学入試センター試験は，大学入学志願者の高等学校段階における基礎的な学習の達成度を判定す

るため，各大学が大学入試センターと共同して平成 2 年度入試より実施している試験です。
平成26年度入試において大学入試センター試験に参加している大学は685大学，158短期大学で，

約53万人を超える入学志願者が受験（全入学志願者の約 7 割）しており，非常に大規模な試験とし
て発展してきています。

平成26年度大学入試センター試験（平成26年 1 月実施）においては，一昨年の問題冊子の配布ミ
スや昨年の問題冊子の持ち出し等の大きなトラブルは発生しませんでしたが，引き続き，受験生が安
心して受験できる大学入試センター試験の実施・運営が適切に行われるよう促進していきます。

3 大学教育の質保証のためのトータルシステムの確立
（1）設置認可制度

大学の設置や組織改編は，大学の質の国際的な通用性の確保や学生保護のため，設置審査などの所
定の手続を経て行われます。

文部科学大臣は大学の設置などの認可申請を受けると，申請内容が「大学設置基準」などの法令に
適合しているかどうかについて，学識経験者などから成る「大学設置・学校法人審議会」に諮問し，
同審議会で教学面や財政計画・管理運営面を審査します。審議会による審査を経た後，文部科学大臣
が認可を行います。

他方，大学の組織改編を機動的に行うことができるよう，文部科学省では，平成15年度から，授
与する学位の種類と分野を変更しない学部・学科などについて，原則として届出による設置を可能と
するなど，設置認可制度の大幅な弾力化を進めました。その結果，学問の進展や社会の変化に対応し
た機動的な組織改編が可能となりました。

その一方で，一部の大学から，準備が不足していたり大学の設置に関する基本的理解を欠いていた
りする設置申請や届出がなされた結果，設置認可申請の取下げや審査の継続（保留），不認可となっ
た件数が以前と比べ増加したり，当初の計画策定が甘かったため，開設後数年もたたないうちに再び
届出により新たな学部などに転換したりする事例も出てきています。
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このような中，有識者による「大学設置認可の在り方の見直しに関する検討会」を開催し，大学の
質を高める観点からの設置認可制度の見直しの方向性について，平成25年 2 月に，報告がまとめら
れました。これを受けて，審査基準に学生確保の見通しに関する事項を加えるなどの告示改正を行う
とともに，大学新設の際に学長予定者などから構想内容について直接聴取する設置構想審査を設け
て，26年度開設予定案件の審査から実施しました。

さらに，学校法人の適正な管理運営を確保する観点から，審査基準において理事体制の整備や財務
情報の公開など管理運営に関する要件を加えるとともに，設置に必要な財源確保の要件を明確化する
ための告示改正を行い，27年度開設予定案件の審査から適用することとしました。加えて，審査ス
ケジュールについては，審査の充実を図るため大学新設案件の審査期間を 7 か月から10か月に延長
し，あわせて，学生募集のより円滑な実施を図るため認可の時期を 2 か月早めるよう省令改正を行
い，28年度開設予定案件の審査から適用することとしました。

また，大学・学部などの設置後の質保証の方策として，新しく設置された大学などが最初に卒業生
を送り出す年度（完成年度）まで，「設置計画履行状況等調査」（アフターケア）として，授業科目の
開設状況や教員組織の整備状況などの報告を求め，書面，面接又は実地により調査を行っています。
その結果，特に課題が見られる大学に対しては，各大学の教育水準の維持・向上に資するよう，留意
事項を付したり助言を行ったりして，大学に対して主体的な改善を促しています。さらに，前述の報
告を受け，「設置計画履行状況等調査委員会」の機能強化を図るとともに，大きな課題がありながら
改善が進まない大学に対しては，認可基準により新たな認可をしないことがあり得ることを警告して
改善を促す仕組みを設けるなど制度改正を行い，平成26年度の本調査から実施することとしました。

各大学においては，入学する学生のことを第一に考え，将来の見通しが十分に立てられた大学・学部
などの設置の認可申請や届出をすること及びその計画の適切な履行がこれまで以上に求められています。

文部科学省としては，今後も大学の質保証の観点から設置認可制度について必要な見直しを行って
いきます。

（2）認証評価制度
平成16年度に始まった第三者評価制度により，学校教育法に基づいて，国公私の全ての大学，短

期大学，高等専門学校は，7 年以内に 1 回（専門職大学院は 5 年以内に 1 回），文部科学大臣の認証
を受けた評価機関（認証評価機関）による第三者評価（認証評価）を受けることが義務付けられてい
ます。これは，国による事前規制を弾力化しつつ，設置後の大学等の組織運営や教育研究活動等の状
況を定期的に事後確認する体制を整備する観点から導入されたものです。認証評価制度は，「文部科
学省令」において大枠が定められており，国による大学等の教育研究の質の担保を図っています。一
方で，①各認証評価機関が定める評価基準に従って実施されること，②大学が自ら認証評価機関を選
択して評価を受けることなどにより，大学等の自主性・自律性や教育研究の特性に配慮した評価がな
される仕組みになっています。26年 3 月現在，13の認証評価機関（図表 2-5-5）が評価を実施して
います。

評価の基準は各評価機関により異なりますが，評価結果に応じて再評価の受審や要改善事項に対す
る改善報告書の提出を求めるなど，各評価機関において各大学の改善を促す仕組みが採られています。

平成25年度は，4 年制大学90大学，短期大学46大学，高等専門学校14校，法科大学院37専攻，
会計専門職大学院 7 専攻，経営系専門職大学院15専攻，助産専門職大学院 1 専攻，臨床心理専門職
大学院 1 専攻，公共政策系専門職大学院 2 専攻，教職大学院 2 専攻,学校教育系専門職大学院 1 専攻,
情報系専門職大学院 1 専攻，公衆衛生系専門職大学院 2 専攻，知的財産専門職大学院 1 専攻，環境・
造園専門職大学院 1 専攻の認証評価が行われ，その結果が各認証評価機関のウェブサイトで公表され
ています。
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	図表 2-5-5 	 認証評価機関一覧

分野（機関別） 評価機関名 URL

大学 （財）大学基準協会 http://www.juaa.or.jp/index.html

大学評価・学位授与機構 http://www.niad.ac.jp/index.html

（財）日本高等教育評価機構 http://www.jihee.or.jp/

短期大学 （財）短期大学基準協会 http://www.jaca.or.jp/

（財）大学基準協会 http://www.juaa.or.jp/index.html

（財）日本高等教育評価機構 http://www.jihee.or.jp/

高等専門学校 大学評価・学位授与機構 http://www.niad.ac.jp/index.html

分野（専門職大学院） 評価機関名 URL

法科大学院 （財）日弁連法務研究財団 https://www.jlf.or.jp/index.php

大学評価・学位授与機構 http://www.niad.ac.jp/index.html

（財）大学基準協会 http://www.juaa.or.jp/index.html

会計 NPO法人国際会計教育協会 http://www.jiiae.jp/

経営 （社）ABEST21 http://www.abest21.org/jpn/

（財）大学基準協会 http://www.juaa.or.jp/index.html

助産 NPO法人日本助産評価機構 http://www.josan-hyoka.org/

臨床心理 （財）日本臨床心理士資格認定協会 http://www.fjcbcp.or.jp/

公共政策 （財）大学基準協会 http://www.juaa.or.jp/index.html

ファッションビジネス （財）日本高等教育評価機構 http://www.jihee.or.jp/

教職大学院，学校教育 （財）教員養成評価機構 http://www.iete.jp/

情報，創造技術，組込み技術，原子力 （社）日本技術者教育認定機構 http://www.jabee.org/

公衆衛生 （財）大学基準協会 http://www.juaa.or.jp/index.html

知的財産 （社）ABEST21 http://www.abest21.org/jpn/

（財）大学基準協会 http://www.juaa.or.jp/index.html

ビューティビジネス （社）ビューティビジネス評価機構 http://ibbe.jp/

環境・造園 （社）日本造園学会 http://www.jila-zouen.org/

（3）情報公表の推進
大学は公共的な教育機関として，その活動や取組について，社会への説明責任を果たすとともに，

その教育の質を向上することが求められています。このため，教育情報の一層の公表を促進する観点
から，平成23年 4 月より改正学校教育法施行規則が施行され，全ての大学が公表すべき情報を法令
上明確化しました。加えて，我が国の大学の教育情報の活用・公表を一層促進するため，「大学にお
ける教育情報の活用支援と公表の促進に関する協力者会議」の中間まとめ（平成23年 8 月）におい
て，データベースを用いた，大学の教育情報の活用・公表のための共通的な仕組み（大学ポートレー
ト）の整備が提言されました。これを踏まえ，大学コミュニティが参画する大学ポートレート（仮
称）準備委員会においてその構築に向けた審議が取りまとめられました。

平成26年度以降，大学ポートレートの本格稼働に向けた取組を順次進める予定です。

4 地域・社会に開かれた高等教育
（1）地域社会の核となる高等教育機関の推進

「第 2 期計画」においては，地域の高等教育機関が全学的に地域を志向した教育・研究・社会貢献
活動を行うことを支援することで，地域の諸課題の解決に学生が参画したりするなど，地域との相互
交流を促進し，地域から信頼される地域コミュニティの中核的存在（COC，Center of Community）
としての機能強化を図ることが求められています。

現在，多くの大学が，その教育研究活動の一環として，様々な形で地域や社会の課題解決に取り組
んでいます。例えば，
①まちづくりや商店街活性化など，大学や学生が参加した地域活性化策
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②防災人材のスキルアップなど，地域を担う人材の育成や社会人の学び直し支援
③金属加工の技術開発支援など，地域の企業等のニーズに応じた産学官連携の取組
などの活動を通じて，地域の再生・活性化に大きく貢献しています。

このような地域再生・活性化等を目指し，地域の課題解決を担う人材を輩出するため，自治体等地
域社会との連携による全学的な教育・研究活動を一層推進するべく，平成25年度から地域の課題解決
につながる大学の特に優れた教育研究活動に対して支援を行っています（平成25年度支援件数52件）。

（2）社会人の学び直しの機会の充実
「第 2 期計画」においては，「生涯現役・全員参加型社会」を実現する観点からも，キャリアアップ

や再チャレンジを目指す社会人など学習を必要とする全ての人々が，生涯どの時点においても学び直
し，社会で活躍できる環境を構築していくことが求められています。このため，文部科学省では，社
会人の高等教育機関への受入れを一層促進できるよう以下のような取組を行っており，職業を有しな
がら学ぶことを希望する人々の学習機会が拡大しています。

平成23年度から，専修学校，大学等と産業界等が産学官コンソーシアムを組織し，その下で具体
的な職域プロジェクトを展開し，協働して就労，キャリアアップ，キャリア転換に必要な実践的な知
識・技術・技能を身に付けるための学習システム等を構築しています。そのような取組を通じて，成
長分野等における中核的専門人材の養成を図るとともに，特に，社会人等の学び直しを全国的に推進
しています。

また，本事業の一環として，平成26年度から，グローバル化に対応した高度な職務実施能力やイ
ノベーションの創出に必要な資質など高度な技術や専門知識・能力等を備えた人材養成に必要な大学
院レベルのプログラムの開発・実証等を行います。
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	 第 3 節	 グローバル人材育成と大学の国際化

第2期教育振興基本計画における関連成果指標
成果目標5（社会全体の変化や新たな価値を主導・創造する人材等の養成）
【成果指標】
＜新たな価値を創造する人材関係＞
○大学の国際的な評価の向上（研究面や教育面，国際面等で国際的に高い評価を受ける大学の

増加）
＜グローバル人材関係＞
○国際共通語としての英語力の向上

・卒業時の英語力の到達目標（例：TOEFL iBT80点）を設定する大学の数及びそれを満た
す学生の増加，卒業時における単位取得を伴う海外留学経験者数を設定する大学の増加

○日本の生徒・学生等の海外留学者数，外国人留学生数の増加（2020年を目
め

途
ど

に日本人の海外
留学生数を倍増など）
・日本人留学生の経済的負担を軽減するため官民が協力した海外留学支援制度の創設。
・「世界の成長を取り込むための外国人留学生の受入れ戦略（報告書）」を取りまとめ，外国

人留学生受入れの重点地域等を設定。
○大学における外国人教員等（国外の大学での学位取得，通算 1 年以上国外で教育研究に従事

した日本人教員を含む）の全教員に占める比率の増加
○大学における外国語による授業の実施率（外国語による授業/全授業数）の増加
○大学の入学時期の弾力化状況の改善（4 月以外で入学した学生数の増加）

計画策定後の主な取組と課題（ポイント）
○大学の国際的な評価の向上

主要な世界大学ランキングの上位100位以内にランキングしている日本の大学数
【Times Higher Education誌（英国）】「世界大学ランキング」
H23：2 校 → H24：2 校 → H25：2 校

【Times Higher Education誌（英国）】「World Reputation Rankings」
H23：5 校 → H24：5 校 → H25：5 校

【Times Higher Education誌（英国）】「Alma Mater Index： Global Executives」
H25：9 校

【QS社（Quacquarelli Symonds Ltd）（英国）】「世界大学ランキング」
H23：6 校 → H24：6 校 → H25：6 校

【上海交通大学】「世界の大学の学術ランキング」
H23：5 校 → H24：4 校 → H25：3 校

○卒業時の英語力の到達目標
グローバル人材育成推進事業採択大学（42大学）において，①卒業時の英語力及び②卒業時
における単位取得を伴う海外留学経験者の達成目標を設定（①H26年度に中間評価実施予定，
②H24年度実績：7,638名（13.8％））

○日本人の海外留学者数
平成19年：7 万5,156人 → 平成20年：6 万6,833人 → 平成21年：5 万9,923人 →
平成22年：5 万8,060人 → 平成23年：5 万7,501人

○外国人留学生の受入数
平成21年 5 月：13万2,720人 → 平成22年 5 月：14万1,774人 → 平成23年 5 月：13万8,075人 → 
平成24年 5 月：13万7,756人 → 平成25年 5 月：13万5,519人
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1 双方向の留学生交流の推進（参照：第2部第10章第1節1）
社会や経済のグローバル化が進展する我が国において，優秀な外国人留学生を獲得し我が国の成長

に生かすことや個々の能力を高めグローバル化した社会で活躍する人材を育成することが喫緊の課題
となっています。外国人留学生数については，近年横ばいであり（平成25年 5 月 1 日時点：13万
5,519人），日本人留学生数については，平成16年をピークに減少傾向（平成23年：5 万7,501人）に
あります。このため，政府では，25年 6 月に閣議決定された「日本再興戦略-JAPAN is BACK-」及
び「第 2 期教育振興基本計画」において，2020年までに日本人留学生を 6 万人（2010年）から12万
人へ倍増させ，外国人留学生についても，「留学生30万人計画」の実現を目指し，2012年の14万人
から2020年までに30万人へ倍増させることとしています。

これらの目標の実現に向けため，日本人学生等の海外留学の促進については，留学促進キャンペー
ン「トビタテ！留学JAPAN」により若者の海外留学への機運醸成を図るとともに，官民が協力した
新たな海外留学支援制度を創設し，国費のみでなく民間資金も活用し，社会全体として海外留学を促
進していきます（参照：第 1 部特集 1 第 4 節2・4）。

一方，外国人留学生の受入れについては，「留学生30万人計画」の実現に向け，現地における入学
許可の推進から，奨学金等による生活支援や就職支援の充実，帰国後のフォローアップ等，関係省庁
とも連携しながら，優秀な外国人留学生の戦略的な受入れを促進していきます。

2 大学の国際化
日々激しく変化を遂げ，グローバル化が不可逆的に加速する現代社会においては，国際的に活躍で

きるグローバル人材の育成が喫緊の課題となっています。そうした高度人材の育成を担う中核とし
て，我が国の大学には，教育・研究環境の国際化や学生の双方向交流など，国際化の推進が強く求め
られています。

文部科学省では，平成26年度から，日本の大学と世界トップレベルの大学との連携交流を実現，
加速するための取組や，人事・教務システムの改革，学生のグローバル化への対応力育成のための体
制強化など，国際競争力の強化に取り組む「スーパーグローバル大学」を選定し，重点支援すること
としました。

また，平成24年度から行っている「グローバル人材育成推進事業（Go Global Japan）」では，日本
人学生の留学促進のための教育体制を整備する大学42校を支援しています。平成25年12月には，こ
れらの大学をはじめ，下村文部科学大臣，国内企業のトップ，著名人等も参加の下，グローバル人材
育成のための国や大学の取組を広く社会に紹介するイベント「Go Global Japan Expo」を開催し，高
校生や大学生・保護者等，約4,100名に来場いただきました。

その他，国内の大学において，異なる文化的背景を持つ学生や教員が切
せっ

磋
さ

琢
たく

磨
ま

できる環境を整備す
るため，「大学の国際化のためのネットワーク形成推進事業（Global30）」において，英語で学位が取
得可能なコースの開設など，国際化の拠点として留学生受入れのための総合的な体制整備を図る13
大学を支援してきました（平成25年度で終了）。

海外の大学との教育連携は，国内だけでは実施できない質の高い教育の提供に資するとともに，我
が国の大学教育の国際通用性の向上にも貢献します。このため，平成23年度から「大学の世界展開
力強化事業」として，海外大学との単位互換やダブル・ディグリー・プログラムの実施など，質の高
い協働教育プログラムを構築する大学への支援を行っています。同事業において，アジア，米国，欧
州の大学との質保証を伴った学生の協働教育プログラムの開発に取り組む大学への支援を行ってお
り，26年度には，ロシア，インド等の大学との教育連携プログラムへの支援を開始する予定です。

現在，世界的に学生の流動性が高まり人材の獲得競争が激しさを増す中，高等教育の質の保証に関

	 第2部	 文教・科学技術施策の動向と展開

228　文部科学白書2013



する国際的な連携枠組みの形成が活発化しています。我が国の大学がより多くの優秀な学生を確保す
るためには，このような取組において主導的な役割を発揮していくことが重要です。

日中韓の 3 国においては，両国政府と連携し，3 国間の大学間交流を拡大する「キャンパス・アジ
ア」構想を推進しており，現在，10件のパイロットプログラムを通じて学生の交流が行われていま
す。平成25年 8 月には，日中韓大学間交流・連携推進会議（第 4 回・東京）を開催し，キャンパス・
アジア拡大の方向性や，プログラムの実施状況を管理・分析するための基本的枠組みについて合意し
ました。

近年急激な成長が見られるASEAN地域においても，質保証を伴う学生交流の促進に一層貢献する
ための取組を行っています。具体的には，平成24年に開催された第 1 回ASEAN＋ 3 教育大臣会合
での日本からの提案に基づき，25年 9 月に，東京において「第 1 回　ASEAN＋ 3 高等教育の流動
性・質保証に関するワーキング・グループ」を開催しました。同ワーキング・グループでは，域内に
おける学生交流促進プログラムのガイドラインの作成や，ASEAN＋ 3 の質保証機関が定期的に集ま
る機会の創設に向けた方向性を確認しました。今後も，日本は主導役としてワーキング・グループで
の議論をリードし，質の保証を伴う学生等の交流を促進していきます。

	 第 4 節	 専門人材の育成

1 医療系人材の養成
医療は生活に欠かせないものであり，国民の生命と健康な生活を守る医療系人材の養成に対する国

民の期待が高まっています。特に，今後ますます進行する高齢化に伴う疾病構造・医療ニーズの変化
に対応するためには，総合的な診療能力を有する医師の養成や，地域の医療・介護などの関係者が相
互に連携協力し，チームとして医療を実施していくとともに，医療従事者の定着・離職防止を図るこ
となどが必要です。

また，臨床研究などによって医薬品や医療機器の開発などを進め，世界最高水準の医療を国民に提
供するとともに，我が国の経済成長を牽

けん

引できるメディカル・イノベーション推進人材の養成が重要
となっています。

これらを背景として，文部科学省としても，国民の期待に応える「良き医療系人材」の養成を担う
各大学と協力しながら，様々な取組を進めています。

（1）医学教育の改善・充実
医学教育には，豊かな人間性と高度な臨床能力を持ち，患者中心の医療を実践できる人材の養成が

期待されています。現在，各大学においては，医学生が卒業までに最低限学ぶべき教育内容を精選し
て作成された「医学教育モデル・コア・カリキュラム」に基づいたカリキュラム改革を行うととも
に，個々の教育理念に応じた特色ある取組が進められています。

また，医学教育の更なる改善に向けて，特に医学生の臨床能力の向上の観点から，診療参加型臨床
実習の充実に向けた取組を促していくとともに，国際的な動向も踏まえた医学教育分野別評価の導入
に向けて，「医学教育分野別評価基準」に基づくトライアル評価の実施等の取組に対して支援してい
ます。

（2）歯学教育の改善・充実
歯学教育では，歯科医師としての基本的な資質と能力を確実に養成するため，歯学教育の指針であ
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る平成22年度改定の「歯学教育モデル・コア・カリキュラム」に沿った教育の定着に取り組んでい
ます。

また，更なる教育の質向上のため，国際的な動向も踏まえた歯学教育分野別評価の導入に向けて，
「歯学教育認証評価基準トライアル版」の作成等の取組に対して支援しているところです。

さらに，各歯学部に対し，優れた入学者の確保，適正な入学定員の設定等に関するフォローアップ
調査を引き続き実施していきます。

（3）薬学教育の改善・充実
医療技術の高度化，医薬分業の進展などに伴い，薬剤師に対する医薬品の安全使用や薬害の防止な

どについての社会的要請が高まっており，これらに応えるため，平成18年 4 月から薬剤師養成のた
めの教育については 6 年制となっています。各大学においては，5 年次からの実務実習（病院・薬局
それぞれにおいて約11週間）の円滑な実施のため，実務実習に向けた事前学習や基本的な知識，技
能及び態度を客観的に評価する薬学共用試験（CBT（客観的知識試験），OSCE（客観的臨床能力試
験））の充実，実習施設との緊密な連携による実習指導体制の充実等の取組が行われています。また，
25年度より全大学を対象とした分野別第三者評価が始まり，教育の質保証の取組も進めています。

また，薬学教育を充実させていくため，「薬学系人材養成の在り方に関する検討会」を開催し，平
成23年12月には，「新制度の『大学院 4 年制課程』における研究・教育などの状況に関する自己点
検・評価の提言」が取りまとめられました。さらに，学部教育の改善のため，大学の関係者などから
成る専門の委員会を設置して，「薬学教育モデル・コアカリキュラム」の改訂を25年12月に行うとと
もに，大学院 4 年制課程の自己点検・評価の促進や質の高い入学者の確保などについての検討を行っ
ています。

（4）看護師等医療技術者教育の改善・充実
看護師など医療技術者の養成に関しては，質の高い医療

技術者，教育者，研究者の養成を目的とした大学・大学院
が増えており，大学が養成する人材に期待が寄せられてい
ます。

一方，看護系大学数の急増により，教育の質の確保が重
要になっています。このため，平成21年 3 月から大学にお
ける看護系人材養成の在り方について有識者による検討を
行い，23年 3 月には，学士課程教育で養成する看護実践能
力と卒業時到達目標の策定などを内容とする最終報告が取
りまとめられ，これに基づく取組が進められています。今
後も，検討会で明らかとなった課題である大学・大学院における看護学教育の質保証体制の改善に向
けて，引き続き検討を行います。

（5）高度医療人材の養成と大学病院の機能強化
医療の高度化や，超高齢社会等による疾病構造の変化に対応していくためには，大学及び大学病院

において，卒前・卒後を通じて高度医療を支える人材の養成及び新しい医療技術の開発等を担う人材
の養成を推進するとともに，地域医療の最後の砦

とりで

である大学病院の機能を強化することが必要です。
特に大学病院は，医学生等の臨床実習や卒後の医師初期研修・後期専門研修，医療従事者の教育の

＊1 IPE：Interprofessional Education（専門職連携教育）

医学部・看護学部・薬学部 4年次生による
模擬患者面接を通じた診療・ケア計画等の

立案学習の様子（写真提供：千葉大学亥
いの

鼻
はな

IPE＊ 1）
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場であるとともに，新しい医薬品・医療機器等の開発，先端的な臨床研究を実施する場として，さら
には，高度な医療や地域への医師の供給等を行う中核的な医療機関という重要な使命・役割を果たし
ています。

そのため，急速な医療ニーズの変化に対応できる次世代医療人材の確保に向けて，平成25年度予
算において，医学・歯学教育では，①超高齢社会で活躍できる総合診療医，②医療イノベーションを
担う医師・研究医，③がんの専門医，④周産期領域を担う医師等の養成に対する支援を行っていま
す。また，チーム医療を推進する観点から，看護教育・薬学教育では，高度な実践能力を備えた質の
高い看護専門職，臨床能力に優れた薬剤師の養成に対する支援を行っています。今後，これらの先導
的な取組を更に加速させるとともに，①難治性疾患・高難度手術・小児周産期領域を担う高度な知
識・技能を有する医師の養成，②口腔疾患と全身疾患との関わりに関する領域を担う歯科医師等の養
成，③地域での暮らしや看

み

取りまでを見据えた看護が提供できる看護師養成，④地域医療に貢献でき
る優れた薬剤師等の養成，⑤チーム医療に貢献でき，高い指導能力を持った理学療法士・作業療法士
等の養成を支援していきます。

さらに，先進医療技術の開発，治験，臓器移植等に積極的に取り組む国立大学附属病院に対して教
育研究環境の整備及び実施体制基盤の強化に係る経費や，災害時などに備えた国立大学附属病院の医
療情報のバックアップ体制の整備に係る経費の支援を行っています。

また，「死因究明等の推進に関する法律」が新たに制定され，死因究明・身元確認に対する社会的
関心が高まっており，文部科学省においては，死因究明・身元確認に係わる人材の養成に取り組む大
学の支援を行っています。

（6）がん医療への取組
がんは，我が国の死亡率第 1 位の疾患である一方で，放射線療法や化学療法，緩和医療等を行える

専門家が全国的に少なく，その育成が急務とされています。また，近年の高度化したがん医療は，医
師だけでなく，高度ながん医療に習熟した看護師，薬剤師，その他の医療技術者などが参画し，チー
ムとして機能することが何より重要です。

文部科学省では，「がん対策基本法」に基づく，「がん対策推進基本計画（平成24年 6 月 8 日閣議
決定）」を実現するため，平成19年度から「がんプロフェッショナル養成プラン」を，24年度からは
後継事業の「がんプロフェッショナル養成基盤推進プラン」を実施し，全国で100大学が参加して優
れたがん専門医療人の養成に取り組んでいます。

（7）医師確保への対応
近年の医師不足に対応するため，平成24年 9 月に「地域の医師確保対策2012」を厚生労働省と共

同で策定し，地域医療を担う意欲と能力を持つ医師の養成・確保や，地域医療への貢献と医師として
のキャリア形成を両立できる仕組みの構築を図るなど，医師の地域偏在の解消に取り組んでいます。

あわせて，医学部入学定員については，平成20年度より増員を行っており，26年度医学部入学定
員については，地域枠（地域医療への従事を条件とした奨学金，選抜枠の設定を行う大学の入学定
員）と研究医枠（複数大学の連携により研究医養成の拠点を形成する大学の入学定員）を合わせて
28人増加し，総計9,069人（平成19年度比1,444人増）となっています。

2 専門職大学院
平成15年度に創設された専門職大学院（専門職学位課程）は，大学院のうち，特に高度専門職業

人の養成を目的とし，理論と実務を架橋する実践的な教育を行う課程です。平成25年 5 月現在，法
曹養成（法科大学院），教員養成（教職大学院），経営管理，MOT（技術経営），公共政策などの多様
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な分野で計182専攻が開設されています。

（1）法科大学院
21世紀の司法を支えるにふさわしい，質・量ともに豊かな法曹を養成するため，「プロセス」とし

ての法曹養成制度の中核的機関として，平成16年度に法科大学院が創設されました。これまで，法
曹をはじめ民間企業や公務部門など社会の様々な分野にその修了者を送り出すなど一定の成果を挙げ
てきています。

一方で，司法試験合格状況等において，法科大学院間の差の拡大や，法学未修者と法学既修者間の
差の拡大といった課題が顕在化しており，これらの課題に速やかに対応するため，文部科学省では，
平成24年の中央教育審議会大学分科会法科大学院特別委員会の提言等を踏まえ，課題を抱える法科
大学院を中心とした入学定員の削減等の促進や教育の質向上に向けた改善方策に取り組んできまし
た。さらに，25年 7 月に行われた法曹養成制度関係閣僚会議決定に基づき，同年11月に公的支援の
見直しの更なる強化策を公表するなど，法科大学院教育の更なる改善・充実に向けた取組を進めてい
るところです。

現在，法科大学院を含めた法曹養成制度全体の在り方については，政府の「法曹養成制度改革推進
会議」の下で引き続き検討が行われているところです。

（2）教職大学院
教職大学院は，新しい学校づくりの有力な一員となり得る新人教員の養成と，確かな指導理論と優

れた実践力・応用力を備えたスクールリーダーの養成を目指し，平成19年度に制度が創設され，全
国25大学で設置されています。

学校・教育委員会との連携・協働により，教職経験のある実務家教員の配置や，学校現場における
長期の実習など，学校や教育委員会のニーズに即した体系的な教育課程を特色としており，新たな学
びを展開できる実践的な指導力を養成しています。教育委員会による現職教員の教職大学院への派遣
数も増加傾向にあり，平成25年 3 月修了者のうち，学部新卒学生の教員就職率が93％と高いなど，
着実な成果を上げています。一方，教職大学院は現在全国で25大学の設置にとどまっており，第 2
期教育振興基本計画においても教員の資質能力の総合的な向上のための取組として「教職大学院の発
展等により，修士レベルの課程の質と量の充実を図る」と記載されていることから，教員の資質向上
を図っていく上で，いかにその拡充をしていくかが今後の課題です。

3 高等専門学校
高等専門学校は，中学校卒業後という早い年齢段階からの，実験・実習を重視した，5 年間一貫の

専門的・実践的な技術教育を特徴とする高等教育機関として，全国に国公私立57校設置され，産業界
のニーズに応える高度な専門知識と実践力を身に付けた優秀な技術者を，多数社会へ輩出しています。

高等専門学校の卒業生は即戦力となる技術を身に付けていることはもちろん，専門知識，課題解決
力，創意工夫，誠実さなど，現場技術者としての資質について，産業界から高い評価を受けており，
近年の平均求人倍率は15倍前後で推移し，例年100％近い就職率となっています（図表 2-5-6）。
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	図表 2-5-6 	 卒業者の進路状況の推移

区分 20年度
（平成21年 3月卒）

21年度
（平成22年 3月卒）

22年度
（平成23年 3月卒）

23年度
（平成24年 3月卒）

24年度
（平成25年 3月卒）

卒業者数 10,474 10,126 10,156 10,163 10,101

就職者数 5,610
（53.6%）

5,219
（51.5%）

5,520
（54.4%）

5,848
（57.5%）

5,845
（57.9%）

求人倍率 24.1倍 18.4倍 14.9倍 15.1倍 15.7倍

進学者数 4,504 4,506 4,293 3,974 3,913

進学率 43.0% 44.5% 42.3% 39.1% 38.7%

（出典）文部科学省「学校基本調査」（求人倍率は文部科学省調べ）

一方で，産業界の求める人材像が高度化していることから，約 4 割の高等専門学校卒業者が専攻科
や大学 3 年次等に進学しています。大学評価・学位授与機構が認定した専攻科の修了者は，一定要件
を満たせば，同機構から学士の学位を授与されることとなっており，高等専門学校の専攻科は全て同
機構の認定を受けています。また，専攻科修了後の大学院進学率も約32％となっています（図表
2-5-7）。

	図表 2-5-7 	 高等専門学校専攻科修了生の大学院進学状況

区分 20年度
（21年 3月修了）

21年度
（22年 3月修了）

22年度
（23年 3月修了）

23年度
（24年 3月修了）

25年度
（25年 3月修了）

修了者数 1,458人 1,595人 1,633人 1744 1,676人

大学院進学者数 477人 547人 541人 542人 541人

大学院進学率 32.7% 34.3% 33.1% 31.1% 32.3%

（出典）文部科学省調べ

「第 2 期計画」においては，高等専門学校について，基本的な施策を体系的に整理し，推進するこ
とを通じて，その機能強化を図ることとされており，全ての学生が修得すべき到達目標を設定したモ
デル・コアカリキュラムの導入による高等専門学校教育の質保証や，急速な社会経済のグローバル化
に対応するため，国際的に活躍できる技術者育成の取組を強化しています。

4 専門学校の現状と最近の施策
（1）専門学校の現状

専修学校は，社会の変化に即応した実践的な職業教育，専門的な技術教育等を行う教育機関として
発展してきました。特に，高等学校卒業程度を入学対象とする専門課程（専門学校）の生徒数は，平
成25年 5 月現在約59万人となり，新規高等学校卒業者の約17.0％が進学しており，大学への進学（約
47.3％）に次ぐ割合となっています。専門学校は，我が国の高等教育の多様化・個性化を図る上でも
重要な役割を果たしています。

（2）最近の施策
「第 2 期計画」において，専修学校について質保証・向上のための取組を行うとともに，「高等教育

における職業実践的な教育に特化した新たな枠組みづくりに向けて，先導的試行などの取組を段階的
に進める」こととしています。これらを踏まえ，企業等との密接な連携により，実践的な職業教育の
質の確保に組織的に取り組む専修学校の専門課程を文部科学大臣が「職業実践専門課程」として認定
し，奨励する仕組みを平成25年 8 月に創設しました。また，産業界のニーズを踏まえた中核的専門
人材養成を推進していく観点から，専修学校，大学，大学院，短期大学，高等専門学校，高等学校等
と産業界等が産学官コンソーシアムを組織し，社会人や生徒・学生が就労やキャリアアップに必要な
知識・技術・技能を習得するための学習システムの構築を図りました。
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	 第 5 節	 	学生に対する経済的支援の充実と	
社会的・職業的自立への支援

1 学生に対する経済的支援の充実

第2期教育振興基本計画における関連成果指標
成果目標6（意欲ある全ての者への学習機会の確保）
【成果指標】
＜主として高等教育・生涯学習関係＞
○進学機会の確保や修学の格差の状況改善（被災した世帯の学生等も含め，家庭の経済状況に

よらない高等教育への進学機会の確保）
・大学等奨学金の貸与基準を満たす希望者のうち，奨学金の貸与を受けることができた者の

割合の増加
・低所得世帯の学生等のうち授業料減免を受けている者の割合

計画策定後の主な取組と課題（ポイント）
○大学等奨学金の貸与基準を満たす希望者のうち，奨学金の貸与を受けることができた者の割

合の増加
（予約採用段階）平成24年度　71.46％ → 平成25年度　75.33％
（在学採用段階）平成24年度　100.0％ → 平成25年度　100.0％

（1）学生の経済状況について
家庭の経済状況にかかわらず，誰もが安心して教育を受けることのできる環境を整えることが重要

ですが，教育を受ける際の費用を，誰がどのように負担するかが大きな問題となります。まず，各家
庭で負担している教育費の現状を見ていきます。

教育費支出が，実際に家計にとってどれほどの負担になっているのかを図示したものが図表
2-5-8 です。子供二人が私立大学に通っている場合には，勤労世帯の平均可処分所得の 2 分の 1 近
くを教育費が占めています。家計が負担する教育費が，大学段階で大きなものとなっていることが示
されています。
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	図表 2-5-8 	 家計における教育費負担

（出典）文部科学省「平成24年度子どもの学習費調査」（2014年），独立行政法人日本学生支援機構「平成24年度学生生活調
査報告」（2014年），総務省統計局「平成24年度家計調査年報」（2013年）

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55

（注）1．教育費負担：幼稚園は私立の学習費総額，小・中・高は公立の学習費総額（学校外活動費含む），大学は私立大学・昼
間部の居住形態に拠らない平均の学費を使用。また，破線部は下宿・アパート等の居住形態の場合の生活費を使用。

2．グラフ中の青字は可処分所得に占める学習費総額及び学費（破線部については更に下宿等の生活費を加算）の割合を
示す。

3．可処分所得：二人以上の勤労者世帯。世帯主の年階級別1世帯当たり1か月間の可処分所得を年換算。家計調査では
各歳別の結果が存在しないため，5歳階級の結果を用いている。55歳の数値は55～ 59歳の平均を使用。

4．本データはひとつの試算であり，貯蓄や教育ローン等の活用は考慮していない。

（世帯の平均可処分所得）

（年齢）

子供二人を大学に通わせた場合，家計に占める教育費の割合は著しく大きくなる。

初

　
　
　
　
　
　
　
　婚

第

1

子

出

産

第

2

子

出

産

第1子幼稚園

第2子幼稚園

第1子小学校

第2子小学校

第1子中学校

第2子中学校

第1子高校 第1子大学

第2子高校 第２子大学

44%

29%

81%

47%

20%

大学生2人が下宿等する
場合の生活費を含める
と，単年度の平均可処分
所得に占める教育関係経
費の割合は約8割に及ぶ。

第２子
下宿等の場合

第１子
下宿等の場合

第２子
下宿等の場合

第１子
下宿等の場合

（2）日本学生支援機構の奨学金事業
①奨学金事業の現状

日本学生支援機構は，経済的理由により修学が困難な優れた学生等に対し奨学金を貸与するととも
に，卒業後の返還金の回収を行っています。平成25年度予算においては，貸与人員で約144万人（全
学生のおおむね三人に一人），事業費総額で約 1 兆1,982億円となっています。

	図表 2-5-9 	 奨学金事業費総額

（平成25年度予算）
区　　分 貸与人員 事業費総額

（人） （百万円）
無利子奨学金 425,819 291,164

大 学 317,369 201,735
大 学 院 68,100 64,965
高 等 専 門 学 校 5,048 1,966
専修学校専門課程 35,302 22,498

有利子奨学金 1,017,302 907,004
大 学 795,566 676,483
大 学 院 23,902 24,514
高 等 専 門 学 校 368 277
専修学校専門課程 192,289 180,691
海 外 留 学 分 5,177 3,931
入 学 時 増 額 分 （56,293） 21,108
合　　　　計 1,443,121 1,198,168

（注）入学時増額分の貸与人員については内数である。
（出典）文部科学省調べ
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この奨学金事業には，無利子奨学金（第一種奨学金）と有利子奨学金（第二種奨学金）の 2 種類が
あり，有利子奨学金は，利子が課されるものですが，在学中は奨学金の返還が猶予され，その間は利
子が課されず，卒業後，年利 3％を上限とした低利子（平成26年 3 月貸与終了者の利率固定方式で
は年0.82％）での貸与となっています。また，家計支持者の失業や被災などによって家計が急変し，
緊急に奨学金を必要とする学生等に対応するため，「緊急採用奨学金（無利子）」，「応急採用奨学金

（有利子）」の申込みを年間を通じて随時受け付けています。
さらに平成24年度から，家計の厳しい学生等（給与所得世帯の年収300万円以下相当）の将来の返

還の不安を軽減し，安心して進学等できるようにするため，そのような学生等を対象に，卒業後に一
定の収入（年収300万円）を得るまでの間，返還期限を猶予する「所得連動返還型無利子奨学金制度」
を導入しています。

なお，高等学校及び専修学校高等課程の生徒に対する奨学金事業については，平成17年度の入学
者より，都道府県に移管されており，各都道府県において確実に事業が実施されるよう，高等学校等
奨学金事業交付金（平成25年度予算では約135億円）を措置しています。
②学生の意欲に応える事業の充実

これらの支援を更に充実するため，「学生への経済的支援の在り方に関する検討会」を開催し，平
成25年 8 月に「学生への経済的支援の在り方について（中間まとめ）」を取りまとめました。これを
踏まえ，26年度予算においては，①無利子奨学金の新規貸与人員を 1 万 2 千人増員（貸与人員：対
25年度比 2 万6,000人増の45万2,000人，事業費総額：対25年度比156億円増の3,068億円）するとと
もに，日本人学生の海外留学のための奨学金制度の充実，②経済困難を理由とする返還期限猶予制度
の制限年数の 5 年から10年への延長，延滞金賦課率の10％から 5％への引下げなど，真に困窮して
いる奨学金返還者に対する救済措置を充実するなど，奨学金制度の改善充実を図ることとしていま
す。
③返還金回収業務の充実

日本学生支援機構の奨学金事業は，卒業した学生からの返還金を奨学金の原資として活用する貸与
制により実施しており，現在，事業費総額の約 6 割が返還金で賄われているため，返還金の確実な回
収が，奨学金事業を円滑に実施する上でますます重要となっています。このため，日本学生支援機構
では，各学校の協力を得て，学生等の返還意識を高めるとともに，返還相談体制の更なる充実，回収
業務の民間委託などにより，返還金の適切な回収に取り組んでいます。

一方，災害，病気，経済困難などにより返還が困難な方に対しては，毎月の返還の負担を軽減する
減額返還制度（平成23年 1 月から導入）や，返還期限を猶予する制度を設けて対応しており，これ
らの制度について，上述のとおり，平成26年度において改善充実を図ることとしています。

（3）大学における授業料減免事業の支援
文部科学省では，経済的理由などにより，授業料等の納付が困難である者などを対象に，修学継続

を容易にし，教育を受ける機会を確保するため，国立大学法人や私立大学等が実施する授業料減免措
置等に対し，国立大学法人運営費交付金の算定や，私立大学等経常費補助金の特別補助を通じて支援
しています。また，公立大学については，地方財政措置を通じて支援しています。

現在，全ての国立大学法人において授業料減免制度を設けており，平成24年度の授業料免除実施
額は約268億円，免除人数は約14万 4 千人（延べ数）となっています。公立大学では，現在，全ての
大学が授業料減免制度を設けており，平成24年度実績で約 1 万900人に対して約35億円の減免措置
がなされています。

また，私立大学等が実施している授業料減免等事業に対しては，平成24年度に58億円，約 3 万
5,000人分を補助しています。
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（4）奨学団体等の奨学金事業
我が国の奨学金事業は，日本学生支援機構のほかに特例民法法人や地方公共団体，大学や民間会社

などによって，多様な形態で幅広く実施されています。平成22年度の日本学生支援機構の調査による
と，約2,600の奨学団体等が，約15万5,000人の奨学生に対し，総額で約616億円を支給しています。

これらの奨学団体等は，それぞれの設立目的に基づいて特色ある事業を行っており，教育の機会均
等と優れた人材の育成の観点から一層の充実が図られることが期待されます。このような一定の奨学
団体に対する寄附金については，現在，税制上の優遇措置が講じられています。

（5）大学院学生の経済的支援の拡充
大学院学生に対する経済的支援として，文部科学省では，卓越した大学院拠点形成支援補助金等を

通じて，TA（ティーチング・アシスタント）＊2やRA（リサーチ・アシスタント）＊3の充実を図る取組
を行っています。

2 学生の就職活動支援及び大学における	
キャリア教育・職業教育の充実

第2期教育振興基本計画における関連成果指標
成果目標4（社会的・職業的自立に向けた能力・態度の育成等）
【成果指標】
○就職ミスマッチなどによる若者の雇用状況（就職率，早期離職率等）改善に向けた取組の増加
＜キャリア教育・職業教育の充実等＞
・大学・短期大学，高等専門学校，専修学校等における職場体験・インターンシップの実施状

況の改善
・大学・短期大学，高等専門学校，専修学校等におけるPBL（Problem-Based Learning）等

の実施率増加
・大学・短期大学，高等専門学校，専修学校等への社会人の受入れ状況の改善（履修証明プロ

グラムがある大学の増加，社会人等の対象コース等を設けている専修学校数の増加，社会人
入学者の倍増）

＜就職支援等＞
・新卒者の就職状況を公開している大学の増加
・就職相談員の配置や就職相談室の設置状況の増加

計画策定後の主な取組と課題（ポイント）
○平成23年度　インターンシップの各学校における実施率
　大学：70.5％，短期大学：46.4％，高専：100％
○大学等のインターンシップ等の充実に向け，地域において大学等と産業界との調整を図りな

がら，キャリア教育から就職まで一貫して支援する体制を構築する必要がある。
○新卒者の就職状況を公開している大学の増加
　平成23年度　国立大学：83校，公立大学：66校，私立大学：501校
○就職相談員の配置や就職相談室の設置状況の増加
　平成22年度　就職支援に関する担当者が「いない」と回答した大学等　3.9％
　平成22年度　就職支援担当者のうち，キャリアコンサルタント等の有資格者の割合　48.6％

＊2 TA：優秀な大学院学生に対し，教育的配慮の下に，学部学生等に対するチュータリング（助言）や講義・実験・実習・演習
等の教育補助業務を行わせ，大学院学生への教育訓練の機会を提供するとともに，これに対する手当の支給により，大学院
学生の処遇の改善の一助とすることを目的としたもの。

＊3 RA：大学等が行う研究プロジェクト等に，教育的配慮の下に，大学院学生等を研究補助者として参画させ，研究遂行能力の
育成，研究体制の充実を図るとともに，これに対する手当の支給により，大学院学生の処遇の改善の一助とすることを目的
としたもの。
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（1）学生の就職活動
①就職率の動向

文部科学省と厚生労働省が共同で実施した就職状況調査によると，平成24年度大学等卒業者の就
職率は図表 2-5-10のとおりです。

	図表 2-5-10	 平成24年度大学等卒業者の就職状況（平成25年4月1日現在）

区　　分 就職希望率 就職率

大　　　　学 70.3% （ 1.4） 93.9% （ 0.3）

う　ち 国 公 立 53.4% （▲0.8） 95.3% （▲0.1）

私 立 78.7% （ 2.5） 93.4% （ 0.5）

短 期 大 学 80.0% （ 5.2） 94.7% （ 5.2）

高等専門学校 60.8% （▲2.0） 100.0% （ 0.0）

計 70.5% （ 1.5） 94.3% （ 0.7）

（注）1．就職希望率とは，抽出学生数に対する就職希望者の割合。
就職率とは，就職希望者に対する就職者の割合。

2．（　）前年度調査からの増減値（▲は減少）。

（出典）大学等卒業者の就職状況調査（文部科学省，厚生労働省調べ）

平成24年度の就職率は，23年度同期と比較して，大学と短期大学については若干増加しています。
高等専門学校は，23年度と同様100％を維持しています。

	図表 2-5-11	 就職率の推移

（出典）大学等卒業者の就職状況調査（文部科学省，厚生労働省調べ）
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（注）数値は各年4月1日現在の大学，短期大学及び高等専門学校全体の値を示す。

②学生の就職支援
就職率は改善傾向にあるものの，新卒者の就職環境が依然として厳しいことを踏まえ，文部科学

省，厚生労働省及び経済産業省が連携し，未内定の学生等が一人でも多く卒業までに就職できるよ
う，平成26年 1 月21日からから 3 月末までを集中支援期間とし，「未内定就活生への集中支援2014」
を実施し，大学の就職相談員等とジョブサポーターとの連携による個人支援の徹底等に取り組んでい
ます。

（2）学生の就職・採用活動開始時期の変更
大学等における平成25年度（26年 3 月）以降の卒業予定の学生の就職・採用活動については，大

学側（国公私立大学などの代表者で構成される「就職問題懇談会」）が「大学，短期大学及び高等専
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門学校卒業予定者に係る就職について」の申合せを行い，企業側（一般社団法人日本経済団体連合
会）が大学卒業予定者・大学院修士課程修了予定者等の「採用選考に関する企業の倫理憲章」をそれ
ぞれ定め，双方がそれぞれを尊重する形で行われています。

学生の就職・採用活動については，これまで大学等関係団体や各経済団体より就職・採用活動時期
の見直しが提言されてきましたが，近年の就職活動の過熱化を踏まえ，学生の学修時間や留学等の多
様な経験を行う機会を確保する観点から，平成25年 4 月19日に安倍内閣総理大臣から経済界に対し，
27年度卒業・修了予定者から，広報活動の開始時期を卒業・修了前年度の 3 月に，採用選考活動の
開始時期を卒業・修了年度の 8 月に変更することを要請しました。

	図表 2-5-12	 学生の就職・採用活動開始時期の変更について

○倫理憲章の改訂（H23.3）により広報活動開始が3年次10月から12月となったものの，依然として，大学の授業・試験期間と 重複。
○学生の成長が最も期待される3年次の教育に支障。
○学生は，3年次後期の留学をあきらめざるを得ない状況。

①大学においても社会の求める人材を育成するための取組を強力に推進。
※加えて，変更の趣旨である，学生が学業に注力するためには，企業等における学業成果（成績）の活用を促進することが重要

②中小企業の魅力発信を強化するなど一層の対策を実施。
③ミスマッチ解消のため，インターンシップに参加する大学生の数の目標設定を行った上で，早期のインターンシップ・キャリア 

形成支援などを実施。

大学学事日程 １月～２月
後期試験

３月
春季休暇

４月～７月
授業

８月～９月
夏季休暇

７月～８月
前期試験

８月～１０月
大学院入試

広報活動

日本経団連
倫理憲章

【H25.3卒以降】

４年次
１０月～１月

授業

学事日程と重複

３年次

変更後
（H27年度～）

留学生
帰国

採用選考活動

採用選考活動

１２月１日 ４月１日３月１日 ８月１日

広報活動開始時期：卒業・修了前年度の１２月→３月
採用選考活動開始時期：卒業・修了年度の４月→８月

現在の就職・採用活動開始時期をめぐっては，以下の問題が顕在化

→このため，就職・採用活動の開始時期を変更
　あわせて，政府・経済界・教育界が一体となって以下の課題に取り組む

広報活動インターンシップ等キャリア教育

この要請内容は日本再興戦略（平成25年 6 月14日閣議決定）に盛り込まれ，日本経済団体連合会
においては，平成25年 9 月13日に「日本再興戦略」にのっとった形で「採用選考活動に関する企業
の倫理憲章」を見直し，「採用選考に関する指針」を策定しました。

また，文部科学省においては，同年 4 月22日に文部科学大臣から大学等の関係団体に対し，国民
や社会の期待に応える人材を育成するため，大学改革や大学教育の質的転換に積極的に取り組むよう
要請しました。

就職問題懇談会においては，これらを踏まえ，就職活動の秩序を維持し，正常な学校教育と学生の
学修環境を確保するため，同年 9 月27日に申合せを策定しました。
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	図表 2-5-13	 就職・採用活動開始時期変更をめぐる動き（政府・経済界・教育界）

※いずれも，平成28年3月以降の卒業生を対象

①「日本再興戦略」を踏まえ，9月13日に経団連が倫理憲章を見直し「採用選考に関する指針」を公表。
②大学側についても，9月27日に就職問題懇談会が「大学，短期大学及び高等専門学校卒業・修了者に係る就職について」の申合せ
を公表。

「日本再興戦略」
（平成25年6月14日閣議決定）（抜粋）

第Ⅱ．3つのアクションプラン
一．日本産業再興プラン
2．雇用制度改革・人材力の強化
⑤若者・高齢者等の活躍推進
○若者の活躍推進
学修時間の確保，留学等促進の
ための，2015年度卒業・修了
予定者からの就職・採用活動開
始時期変更（広報活動は卒業・
修了年度に入る直前の3月1日
以降に開始し，その後の採用選
考活動については，卒業・修了
年度の8月1日以降に開始）に
ついて，中小企業の魅力発信等，
円滑な実施に向けた取組を行う。

採用選考に関する指針（抜粋）
一般社団法人日本経済団体連合会

2013年9月13日改訂

３　採用選考活動早期開始の自粛
学生が本分である学業に専念す
る十分な時間を確保するため，
採用選考活動の早期開始を自粛
する。
具体的には政府が閣議決定（平
成25年6月14日）した「日本
再興戦略」において示されてい
る開始時期より早期に行うこと
は厳に慎む。
広報活動…卒業・修了年度に入

る直前の3月1日以降
選考活動…卒業・修了年度の8

月1日以降
４　採用内定日の遵守

正式な内定日は，卒業・修了年
度の10月1日以降とする。

大学，短期大学及び高等専門学校
卒業・修了予定者に係る就職について

（申合せ）（抜粋）
平成25年9月27日
就職問題懇談会

１　就職・採用活動開始時期変更の
円滑な実施について

（2）「企業説明会」の取扱いについて
卒業・修了前年度3月1日より
前は，学内及び学外で企業等が
実施する「企業説明会」（「企業
説明会」「会社説明会」「学内で
セミナー」等の名称に関わらず，
採用を目的として，事前に採用
予定数や採用スケジュールなど
の採用情報を広く学生等に発信
するための説明会を指す。）に対
して，会場提供や協力を行わな
い。

（3）学校推薦の取扱いについて
学校推薦は，原則として卒業・
修了年度8月1日以降とする。

（4）正式内定開始について
正式内定日は，卒業・修了年度
10月1日以降である旨学生に徹
底する。

さらに，就職・採用活動開始時期の変更を円滑に実現するため，同年11月22日には経済 3 団体及
び外資系企業や中小企業などが加入する団体を含めた主要経済・業界団体等計約450団体に対し，再
チャレンジ担当大臣・内閣府特命担当大臣，文部科学大臣，厚生労働大臣，経済産業大臣の連名によ
り文書で要請しました。

文部科学省としては，各大学等に対し，通知の発出や説明会等を通じて就職・採用活動開始時期の
変更の趣旨について周知しているところですが，引き続き関係府省と連携し，大学等，経済界と一体
となって，就職・採用活動開始時期の変更の円滑な実現に向けて必要な施策に取り組んでいきます。

（3）大学におけるキャリア教育・職業教育の充実
学生の厳しい雇用情勢を受け，文部科学省では，関係省庁と連携しつつ，大学等の就職相談員とハ

ローワークのジョブサポーターとの連携の促進などによる大学等における就職支援体制の強化を行っ
ています。

さらに，政府全体としては，日本経済団体連合会などの経済団体・業界団体等に対して，文部科学
省，厚生労働省，経済産業省の 3 大臣の連名で，新規学校卒業者等の採用枠の拡大，卒業後 3 年以内
の既卒者の新卒枠での応募受付，通年採用の拡大，卒業から就職までの間に多様な経験を積むための
猶予期間への配慮などに関する要請を行うなど，大学等卒業予定者の支援に取り組んでいます。

また，学生の資質能力に対する社会からの要請や，学生の多様化に伴う卒業後の職業生活等への移
行支援の必要性が高まっていることから，大学等が教育課程の内外を通じて社会的・職業的自立に関
する指導等に取り組む体制を整えることについて，平成22年 2 月に「大学設置基準」が改正され，
23年 4 月から全ての大学で取り組まれることとなりました。これを踏まえ，文部科学省では，各大
学が教育課程内外にわたりキャリア教育・職業教育の充実を目指す取組などを総合的に支援すること
としています。
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また，平成25年 2 月から 8 月に文部科学省が開催した「体系的なキャリア教育・職業教育の推進
に向けたインターンシップの更なる充実に関する調査研究協力者会議」は，同年 8 月，「インターン
シップの普及及び質的充実のための推進方策について意見のとりまとめ」を公表しました。この意見
の取りまとめでは，インターンシップの現状と課題や，学生・企業等におけるインターンシップの意
義について触れられるとともに，専門人材（コーディネーター等）の養成等やインターンシップに関
する大学等と産業界を調整する仕組み（企業開拓，マッチング等）の構築が重要であると指摘されて
います。このことを踏まえ，平成26年度予算においては，「産業界のニーズに対応した教育改善・充
実体制整備事業」として，高等教育段階におけるインターンシップの取組拡大のため，産業界と連携
し地域全体でインターンシップの取組を推進するために必要な経費を計上しています。

また，平成25年10月から文部科学省長期インターンシップを試行的に実施しました。これは中央
省庁として初めての取組であり，平成26年度より本格実施を予定しています。
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